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1 　事案の概要
　本件は、株式会社大分フットボールクラブ（Y 1 、発行済株式総数 1 万0470株）
が行った、いわゆる「100％減資」において、全部取得条項付種類株式を用いた
既存株式のすべての無償取得につき、これに反対であった法人株主 1 社（X 1 、
600株保有）および個人株主 1 名（X 2（440株保有）、以下、X 1 と X 2 を合わせて
「Xら」という）が、当該無償取得は少数株主に対して適正な対価を与えることな
く不当に締出しを行ったものであり、財産権（憲法29条 1 項）を違法に侵害した






めるとともに、Y 1 の代表取締役であるY 2 に対して、会社法429条 1 項に基づ
き、X 1 に対して3000万円、また、X 2 に対して2200万円の損害賠償を請求した
事案である。
（ 1）　Y 1 の経営危機



















より、Y 1 はその後の資金繰りが一挙に悪化したため、平成17年 6 月に、訴外A
社との間でスポンサー契約を締結した。
　平成17年 8 月25日、Y 1 において、大分県内の有力企業の代表者や公認会計士
などの専門家からなる経営諮問委員会が設置された。同委員会がY 1について出




　Y 1 は、公的支援を受けた後、平成18年 1 月期（第 8 期）決算において、債務






　こうした危機を乗り越えるべく、Y 1 は、平成21年11月に、J リーグから 6 億
円の融資を受けることとなったが、その際、Y 1 の経営体制の刷新などが融資の
条件とされた。
　しかしながら、このような融資にもかかわらず、Y 1 は、平成22年 1 月期（第
12期）決算において、約 6億1678万円もの当期純損失を計上し、債務超過額は約
11億6715万円にまで膨れ上がることとなった。その結果、Y 1 が運営する大分ト
リニータは、平成21年のシーズンで J 2 リーグへと降格された。
（ 2）　Y 2の就任と Jライセンス制度
　平成21年12月21日、大分県の職員として勤務していたY 2が、同県の職員を退
職し、Y 1 の代表取締役に就任した。Y 2は、本件株主総会当時（平成25年 4 月）、
Y 1 の発行済株式総数（総数： 1万0470株）のうち60株（0.559％）を保有するY 1
の株主でもあった。
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　Y 2 の就任後、Y 1 の経営改革が進められ、平成23年 1 月期（第13期）決算で
は、約 1 億1479万円の当期純利益、平成24年 1 月期（第14期）決算では、約 1 億
3442万円の当期純利益を計上した。
　他方、Jリーグでは、平成24年シーズンから、Jライセンス制度が導入され、J








































































によるY 1 への救済が決まっていたとは認められないし、また、Y 2らによる図
利目的での通謀や、虚偽説明も認められないから、本件各決議につき会社法831




























































































（ 5）　宇都宮地判平成22・ 3 ・30LEX/DB25463502、秋坂朝則「全部取得条項付種類株式を用
いた完全子会社化と株主総会決議の瑕疵─東京地裁平成22年 9 月 6 日民事第八部判決・平
成21年（ワ）第26121号株主総会決議取消事件（控訴）・判タ1334号117頁・金判1352号43
頁・資料版商事319号231頁─」法律論叢84巻 1 号（2011年）347頁以下など。
